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第１ 内部統制の概要 

１ 地方自治法の改正 

平成２８年（2016年）３月に国の附属機関である地方制度調査会が、

「人口減少社会に的確に対応する地方行政体制及びガバナンスのあり方に

関する答申」で、「民間企業においては、既に会社法等で内部統制制度が

導入されている。地方公共団体においても事務上のリスクを評価・コント

ロールして、事務の適正な執行を確保する体制（内部統制体制）を整備及

び運用することが求められる」旨答申しました。 

これを受け平成２９年（2017年）に地方自治法（昭和２２年法律第６７

号）の一部が改正され、令和２年度（2020年度）から都道府県及び指定都

市の長は、内部統制に関する方針を定め、必要な体制を整備することとさ

れました。 

 

２ 本市における導入 

本市は、これまでも業務を適正かつ効率的に執行するためのさまざまな

ルールを設け、全職員がそれに従い業務を進めるいわゆる内部統制に取り

組んできました。しかし、今後、一層高度で複雑かつ多様化する行政需要

に対応して、行政サービスを持続的、安定的に提供し、最小の経費で最大

の効果をあげるためには、内部統制をこれまで以上に有効に機能させるこ

とが必要です。 

本市には法律上の実施義務はありませんが、市民から信頼される市役所

であり続けるため、令和３年（2021年）３月１日に「豊中市内部統制基本

方針」を策定し令和３年度（2021年度）から主体的に導入しました。 

 

 ３ 内部統制とは 

内部統制とは、「地方公共団体における内部統制制度の導入・実施ガイ

ドライン」（平成３１年（2019年）３月総務省公表。以下「ガイドライ

ン」といいます。）では、「基本的に、①業務の効率的かつ効果的な遂

行、②財務報告等の信頼性の確保、③業務に関わる法令等の遵守、④資産

の保全の４つの目的が達成されないリスクを一定の水準以下に抑えること

を確保するために、業務に組み込まれ、組織内の全ての者によって遂行さ

れるプロセスをいい、①統制環境、②リスクの評価と対応、③統制活動、

④情報と伝達、⑤モニタリング（監視活動）及び⑥ＩＣＴ（情報通信技

術）への対応の６つの基本的要素から構成される。この定義を踏まえる

と、地方公共団体における内部統制とは、住民の福祉の増進を図ることを

基本とする組織目的が達成されるよう、行政サービスの提供等の事務を執

行する主体である長自らが、組織目的の達成を阻害する事務上の要因をリ

スクとして識別及び評価し、対応策を講じることで、事務の適正な執行を

確保することであると考えられる。」とされています。 
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４ 内部統制の限界 

内部統制は、リスクを一定の水準以下に抑えることを確保するもので、

リスクの発現を完全にゼロにすることを可能とするものではなく、限界が

あるものとされています。このため、内部統制の目的の達成を阻害する全

てのリスクを防止し、または、当該リスクの顕在化を適時に発見すること

ができない可能性があります。 

 

 

第２ 実施体制 

 内部統制に組織的に取り組むため、「豊中市内部統制実施要綱」を制定 

し、内部統制に関係を有する者の役割を定めるとともに、市長を最高責任者 

とする内部統制推進本部会議や、内部統制体制の整備及び運用を全庁的に推 

進する内部統制推進部局及び独立的評価を行う内部統制評価部局を設置して 

います。 

また、内部統制に取り組む目的や必要な知識、情報を全職員で共有するこ

と及び統制活動を標準化、効率化するため、「豊中市内部統制実施マニュア

ル」を定めています。 

 

１ 役割 

（１）内部統制最高責任者 

内部統制体制の整備、運用及び内部統制体制の評価に関する最終的

な責に任ずるため、内部統制最高責任者を置き、市長をもって充てて

います。 

  （２）内部統制最高責任者代理 

内部統制体制の整備等に関し最高責任者を補佐し、必要な検討や各

部局に対する指示を行わせるため、内部統制最高責任者代理を置き、

総務部を所管する副市長をもって充てています。 

（３）内部統制推進総括責任者 

最高責任者及び最高責任者代理の命を受け、内部統制体制の整備等

に関する事務を処理させるため、内部統制推進総括責任者を置き、総

務部長をもって充てています。 

（４）各部局内部統制推進責任者 

部局内における内部統制の整備及び運用を総括し、必要な指導・助言

を行わせるため、各部局に内部統制推進責任者を置き、部局の長をもっ

て充てています 

（５）内部統制推進者 

課内の対象事務に関するリスクを把握し、必要な対応策を整備すると

ともに、その実施状況を日常的に把握し、不備に対する是正を図らせる

ため、課に内部統制推進者を置き、課長をもって充てています。 
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 ２ 内部統制推進部局 

   内部統制を推進する部局は、市が取り組むべき内部統制について検討 

し、内部統制に関する方針の策定を補助し、当該方針に基づき内部統制体 

制の整備及び運用を全庁的に推進する役割を担っています。  

  【担当する部・課】 

  ・総務部 行政総務課 

 

 

３ 内部統制評価部局 

   内部統制を評価する部局は、モニタリングの一環として内部統制の整備 

  状況及び運用状況について独立的評価を行うとともに、内部統制評価報告 

書を作成する役割を担っています。 

  【担当する部・課】 

・総務部 行政総務課、契約検査課  

・財務部 財政課、資産管理課 

・会計課 

 

総務部行政総務課は「推進部局」と「評価部局」の両方を担っていま 

す。行政総務課が内部統制を評価する場合、本来の独立的評価としてのモ

ニタリングの趣旨を損なわないよう、推進部局の業務を行った者と異なる

者が評価を行っています。 
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【最高責任者】 市長 

【最高責任者代理】 副市長 

【推進総括責任者】 総務部長 

【推進責任者】 各部局長 

【推進部局】 行政総務課 

【評価部局】 

契約検査課 
財政課 

資産管理課 
会計課 

行政総務課 

内部統制推進本部会議 

内部統制推進会議 

【推進者】 各課長 

各職員 

指示・助言 報告・提案 
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第３ 評価手続 

１ 評価対象期間及び評価基準日 

（１）評価対象期間 

令和３年（2021年）４月１日から令和４年（2022年）３月３１日まで 

（２）評価基準日 

令和４年（2022年）３月３１日 

 

 ２ 評価対象事務 

   豊中市内部統制基本方針（令和３年（2021年）３月１日策定）に基づく

財務に関する事務。 

  

３ 評価方法 

「ガイドライン」に準拠し、「全庁的な内部統制の評価」と「業務レベ

ルの内部統制の評価」を行っています。 

（１）全庁的な内部統制の評価  

評価項目は、ガイドラインの別紙１「地方公共団体の全庁的な内部

統制の評価の基本的考え方及び評価項目」の全２８項目と同一のもの

を用いています。 

評価は、内部統制評価部局がそれぞれの項目に対する整備状況を確

認し、必要に応じて関係部局にヒアリング等を行い不備の有無を把握

します。その上で、不備がある場合には重大な不備にあたるかどうか

を評価しています。 

 

（２）業務レベルの内部統制の評価 

業務レベルの内部統制の評価は、「リスク一覧・対応策シート」に

記載されている各所属が識別し整備したリスク対応策に対する、各所

属の自己評価結果を踏まえたうえで、内部統制評価部局が独立的評価

を行い、有効性を評価しています。 

なお、各所属の自己評価の観点、内部統制評価部局の評価の観点は

次のとおりです。 
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     ■所属の自己評価の観点 

区分  自己評価の観点  

整備状況  

・リスクの重要度に応じて、必要なリスク対応策を設定
しているか 

・設定したリスク対応策を適切に実行しているか  
・リスク対応策の過不足が見られた場合に、必要な見直
しを行っているか  

・不備が発生した場合に、リスク対応策について必要な
見直しを行っているか  

運用状況  運用上の不備が発生したかどうか 

 

     

 ■内部統制評価部局の独立的評価の観点 

・評価は適正か 

・不備があった場合、適切に改善されているか 

・所属では発見できないような事務管理上の問題はないか 
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４ 評価基準 

内部統制の不備には、「整備上の不備」と「運用上の不備」があり、そ

の具体的な評価基準は次のとおりです。 

 

（１）内部統制の整備状況 

ア 整備上の不備 

次のいずれかの状況にあるものは、整備上の不備と評価します。  

（ア）内部統制が存在しない  

（イ）規定されている方針及び手続では内部統制の目的を十分に 

果たすことができない  

（ウ）規定されている方針及び手続が適切に適用されていない 

 

イ 整備上の重大な不備 

全庁的な内部統制及び業務レベルの内部統制の整備上の不備のう

ち、著しく不適切であり市民や市等に対して大きな経済的・社会的

な不利益を生じさせる蓋然性が高いものは、整備上の重大な不備が

あるものと評価します。  

なお、整備上の重大な不備が認められたときは、当該重大な不備

の内容や原因、講じた是正措置の内容等を内部統制評価報告書に記

載します。 

 

（２）内部統制の運用状況 

ア 運用上の不備 

      整備段階で意図したように内部統制の効果が得られておらず、結

果として不適切な事項を発生させたものは、運用上の不備と評価し

ます。                              

 

イ 運用上の重大な不備 

      全庁的な内部統制及び業務レベルの内部統制の運用上の不備のう

ち、市民や市等に対して大きな経済的・社会的不利益を生じさせた

ものは、運用上の重大な不備と評価します。  

なお、運用上の重大な不備が認められたときは、当該重大な不備

の内容や原因、講じた是正措置の内容等を内部統制評価報告書に記

載します。 
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（３）重大な不備の判断基準 

「重大な不備」は、下表の項目とそれぞれの程度に着目して総合的に判

断します。 

項 目 程 度 

大きな 

経済的不利益 

市民等が被った被害等の額  概ね 150 万円以上 

市の損害額 概ね 150 万円以上 

大きな 

社会的不利益 

影響（被害）を受けた人数 概ね 100 人以上 

生命・身体等への影響の程度 

大きい 

（生命・身体等に大きく影

響する事件であった。） 

市政に対する信用失墜の程度 

大きい 

（故意、繰り返し、管理体

制の重大な不備、重大な

過失に起因するものであ

った。懲戒処分があっ

た。） 

報道発表の有無とその影響の

度合 

あり・大きい 

（報道発表を行い、影響

が大きかった。） 
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第４ 評価結果 

１ 全庁的な内部統制の評価  

全庁的な内部統制の評価項目のそれぞれに対応する全庁的な内部統制の

整備・運用状況は下表のとおりであり、不備は認められないことから、全

庁的な内部統制については、評価基準日において有効に整備され、また、

評価対象期間において有効に運用されていると判断しました。 

 

【基本的要素】統制環境  

１ 長は、誠実性と倫理観に対する姿勢を表明しているか。  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

1-1 長は、地方公共団

体が事務を適正に管

理及び執行する上

で、誠実性と倫理観

が重要であること

を、自らの指示、行

動及び態度で示して

いるか。  

・「職員の服務の宣誓に関する条例」「服務規程」「豊中

市人材育成基本方針」「豊中市コンプライアンス基本

方針」等で職員が遵守すべき職務に係る倫理原則を

定め示している。  

・全職員に向けた「訓示」や「服務規律の確保について

（通知）」等により、公務員倫理の周知徹底を図って

いる。 

不備なし 

1-2 長は、自らが組織

に求める誠実性と倫

理観を職員の行動及

び意思決定の指針と

なる具体的な行動基

準等として定め、職

員及び外部委託先、

並びに、住民等の理

解を促進している

か。  

・職員が遵守すべき職務に係る倫理原則を「職員の服

務の宣誓に関する条例」「服務規程」「豊中市人材育

成基本方針」「豊中市コンプライアンス基本方針」

等に定め、これを公表している。  

・全職員に向けた訓示や「服務規律の確保について（通

知）」等により 公務員倫理の周知徹底を図っている。 不備なし  
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1-3 長は、行動基準等

の遵守状況に係る評

価プロセスを定め、

職員等が逸脱した場

合には、適時にそれ

を把握し、適切に是

正措置を講じている

か。  

・人事評価で、職員の「規律性・倫理観」を評価項目

に設定している。 

 ・年２回の上司と職員の職務面談等を通じ、必要に

応じて逸脱に対する注意喚起、是正措置を講じてい

る。 

・非違行為や全体の奉仕者としてふさわしくない非行

があった場合、「懲戒条例」「懲戒条例施行規則」

「懲戒処分等に関する指針」等に基づき処分してい

る。  

不備なし  

 

  

２ 長は、内部統制の目的を達成するに当たり、組織構造、報告経路及び適切な

権限と責任を確立しているか。  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

2-1 長は、内部統制の

目的を達成するため

に適切な組織構造に

ついて検討を行って

いるか。  

・組織の役割や責任、権限を明確にした「豊中市事務

分掌条例」「豊中市事務決裁規程」等を適時見直し

ている。 

・また、行政課題に機動的に対応するため、「豊中市

プロジェクト・チーム設置規程」等を制定してい

る。 

不備なし 

2-2 長は、内部統制の

目的を達成するた

め、職員、部署及び

各種の会議体等につ

いて、それぞれの役

割、責任及び権限を

明確に設定し、適時

に見直しを図ってい

るか。 

・「豊中市事務分掌条例」等で、各課等の所掌事務を

明らかにするとともに、「豊中市事務決裁規程」等

により意思決定をする際の専決者を明らかにしてい

る。  

・「豊中市内部統制実施要綱」で市長、副市長、部局

長、課長、職員それぞれの職務を明確にし、内部統

制体制の整備及び運用を適切に行えるようにしてい

る。 

・また、市長を最高責任者とする豊中市内部統制推進

本部会議や、内部統制推進部局、内部統制評価部局

の役割等を同要綱に定め、適時見直すことにしてい

る。 

不備なし 
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３ 長は、内部統制の目的を達成するにあたり、適切な人事管理及び教育研修を

行っているか。  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

3-1 長は、内部統制の

目的を達成するため

に、必要な能力を有

する人材を確保及び

配置し、適切な指導

や研修等により能力

を引き出すことを支

援しているか。  

・「豊中市人材育成基本方針」に基づき、職員の適性

や経験を踏まえた人事配置を行うとともに，職責等

に応じた研修プログラムを体系的に実施し、職員の

能力を引き出している。 

・外部人材の活用や民間事業者との人事交流等により

必要な能力を有する人材を育成、確保している。 

 

 

不備なし  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

3-2 長は、職員等の内

部統制に対する責任

の履行について、人

事評価等により動機

付けを図るととも

に、逸脱行為に対す

る適時かつ適切な対

応を行っているか。 

・職員が能力を最大限発揮し、やりがいを持って業務

に取り組めるよう、人事評価結果を給与等に反映し

ている。 

・年２回の上司と職員の職務面談等を通じ、必要に応

じて逸脱に対する注意喚起、是正措置を講じてい

る。 

・内部統制対象事務に関する不備については、「豊中

市内部統制実施要綱」に基づき、所属長がリスク対

応策の実施状況を日常的に把握し、不備に対する是

正を図ることとしている。 

不備なし  
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【基本的要素】リスクの評価と対応  

４ 組織は、内部統制の目的に係るリスクの評価と対応ができるように、十分な

明確さを備えた目標を明示し、リスク評価と対応のプロセスを明確にしている

か。  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

4-1 組織は、個々の業

務に係るリスクを識

別し、評価と対応を

行うため、業務の目

的及び業務に配分す

ることのできる人員

等の資源について検

討を行い、明確に示

しているか。  

・「豊中市人材戦略」で社会環境の変化に応じた人員

配置を行い、最適な職員体制を構築することとして

いる。 

・定員については、政策課題に対応できる体制を整え

ることを基本とし、毎年度、各職場の業務内容を精

査し、事務事業の見直しや多様な雇用形態の活用等

を検討しながら、最も効果的・効率的な職員配置と

なるよう管理している。 

不備なし  

4-2 組織は、リスクの

評価と対応のプロセ

スを明示するととも

に、それに従ってリ

スクの評価と対応が

行われることを確保

しているか。  

・「豊中市内部統制実施マニュアル」を策定し、リス

クの識別、分類、分析と評価、対応策の検討方法等

を示し全庁に周知している。  

・全庁共通の「リスク一覧・対応策シート」「リスク

評価シート」を設定し、マニュアルに基づき「リス

クの評価と対応」が行われることを確保している。 

 

不備なし  
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５ 組織は、内部統制の目的に係るリスクについて、それらを識別し、分類し、

分析し、評価するとともに、評価結果に基づいて、必要に応じた対応をとって

いるか。  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

5-1 組織は、各部署に

おいて、当該部署に

おける内部統制に係

るリスクの識別を網

羅的に行っている

か。  

・内部監査や包括外部監査で指摘を受けた事項のう

ち、財務に関する事務を中心に、全庁に共通するも

のを「共通リスク」として幅広く識別、設定してい

る。 

・各所属は、その中から管理するリスクを設定すると

ともに、所属特有のリスクを「個別リスク」として

識別、設定している。 

不備なし  

5-2 組織は、識別され

たリスクについて、

以下のプロセスを実

施しているか。  

1)リスクが過去に経験

したものであるか否

か、全庁的なもので

あるか否かを分類す

る  

2)リスクを質的及び量

的（発生可能性と影

響度）な重要性によ

って分析する  

3)リスクに対していか

なる対応策をとるか

の評価を行う  

4)リスクの対応策を具

体的に特定し、内部

統制を整備する  

１）過去に内部監査や包括外部監査で指摘を受けた事

項のうち、財務に関する事務を中心に、全庁に共

通するものを「共通リスク」として幅広く識別、

設定している。 

２）「共通リスク」は、質的重要性と量的重要性を見

積り設定している。 

【質的重要性】 

「発生した場合に市民や市への社会的・経済的

影響が高いと思われるもの」 

【量的重要性】 

「複数部局で発生すると思われるもの」や「発

生頻度が高いと思われるもの」 

３）リスクの重要性に照らして、対応策を講じるべき

リスクかどうか評価している。リスクへの対応に

あたっては、その回避、低減、移転又は受容等、

適切な対応を選択している。  

４）各所属は、内部統制推進部局が示す「共通リス

ク」の対応策の例示などを参考に、リスク対応策を

整備している。 

不備なし    
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5-3 組織は、リスク対

応策の特定に当たっ

て、費用対効果を勘

案し、過剰な対応策

をとっていないか検

討するとともに、事

後的に、その対応策

の適切性を検討して

いるか。  

・「豊中市内部統制実施マニュアル」に、リスク対応

策の検討にあたっては、「費用対効果を度外視して

リスクをゼロにしようとせず、合理的なレベルでリ

スクを管理する」旨定めている。 

・また、年２回の評価（各回、所属による自己評価、

評価部局による評価）で不備を発見した場合、その

原因を分析して対応策を見直すとともに、日常業務

の中で不備を発見した場合は自己評価の時期を待た

ず速やかに改善することにしている。 

不備なし  

 

 

６ 組織は、内部統制の目的に係るリスクの評価と対応のプロセスにおいて、当

該組織に生じうる不正の可能性について検討しているか。  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

6-1 組織において、自

らの地方公共団体に

おいて過去に生じた

不正及び他の団体等

において問題となっ

た不正等が生じる可

能性について検討

し、不正に対する適

切な防止策を策定す

るとともに、不正を

適時に発見し、適切

な事後対応策をとる

ための体制の整備を

図っているか。  

・全庁に共通するリスクは、内部監査や包括外部監査

で、過去に指摘を受けた事項を中心に設定してい

る。 

・また、内部統制推進部局は他団体等の不正事案等に 

ついて情報収集し、本市における発生の可能性につ

いて検討している。 

・防止策については、内部統制推進部局が示す「共通

リスク」の対応策の例示などを参考に、各所属が費

用対効果や業務の効率化等を勘案しリスク対応策を

整備している。 

・評価（所属による自己評価、評価部局による評価）

を年２回行う等し、不備の適時発見につなげてい

る。 

・評価の過程で不備を発見した場合、その原因を分析

して対応策を見直すことにしている。 

・また、日常業務の中で不備を発見した場合は自己評

価の時期を待たず速やかに改善することにしてい

る。 

不備なし  
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 【基本的要素】統制活動  

７ 組織は、リスクの評価及び対応において決定された対応策について、各部署

における状況に応じた具体的な内部統制の実施とその結果の把握を行っている

か。  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

7-1 組織は、リスク

の評価と対応にお

いて決定された対

応策について、各

部署において、実

際に指示通りに実

施されているか。  

・各課は、全庁共通の「リスク一覧・対応策シート」

を用いてリスクとその対応策を設定し、対応策を業

務のプロセスに組み込み全職員で遂行している。 

・１年に評価（所属による自己評価、評価部局による

評価）を２回行い、対応策が適正に実施されている

か確認している。 

・「豊中市内部統制実施要綱」で各課長を「内部統制推

進者」に充て、課内の対象事務に関するリスクを把

握し、必要なリスク対応策の整備を行うとともに、

リスク対応策の実施状況を日常的に把握し、それら

の不備に対する是正を図らせている。 

  

不備なし  

7-2 組織は、各職員

の業務遂行能力及

び各部署の資源等

を踏まえ、統制活

動についてその水

準を含め適切に管

理しているか。  

・「豊中市内部統制実施マニュアル」で、統制活動の水

準を示している。 

・また、全庁に共通する「共通リスク」について、内部

統制推進部局が対応策を例示し、リスク管理の水準を

示している。 

・各所属は、職員の業務遂行能力や資源も勘案して対応

策を設定し、それを業務のプロセスに組み込み全職員

で遂行、管理している。 

・また、「豊中市内部統制実施要綱」で、「職員は、対象

事務を執行する中で日常的に起こり得るリスクを把握

し、必要なリスク対応策を検討することに努めるとと

もに、整備されたリスク対応策を遵守するものとす

る」とし、適切に管理している。 

 

不備なし 
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８ 組織は、権限と責任の明確化、職務の分離、適時かつ適切な承認、業務の結

果の検討等についての方針及び手続を明示し適切に実施しているか。  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

8-1 組織は、内部統

制の目的に応じ

て、以下の事項を

適切に行っている

か。  

1) 権限と責任の明確

化  

2) 職務の分離  

3) 適時かつ適切な承

認  

4) 業務の結果の検討  

1)権限と責任の明確化  

「豊中市事務決裁規程」「豊中市事務分掌規則」等で

権限と責任を明確化している。 

2)職務の分離  

不正又は誤謬等が発生するリスクを減らすため、

担当者と承認者を分離するなど、職務を複数の者で

適切に分担している。 

3)適時かつ適切な承認  

 「豊中市事務決裁規程」に則り適時、適切な承認を

行っている。 

4)業務の結果の検討  

事務事業の適正化・効率化・質の向上を図るため 

「事務事業評価」を行っている。 

所属による自己評価、評価部局による評価を１年間

に２回行い、対応策が適正に実施されているか確認

し、評価結果を検討している。 

不備なし  

8-2 組織は、内部統  

 制に係るリスク対  

 応策の実施結果に 

 ついて、担当者に 

 よる報告を求め、 

 事後的な評価及び 

 必要に応じた是正 

 措置を行っている 

か。 

・「豊中市内部統制実施マニュアル」で、各所属は年２

回自己評価し、その結果を内部統制評価部局に提出す

ることとしている。 

・各所属は、自己評価の中でリスク対応策の実施状況を

振り返り、リスクの発生状況等を踏まえ、適宜リスク

対応策を見直している。 

・また、各所属の自己評価とは別に、内部統制評価部  

 局が独立的評価を行い、必要に応じ、リスク対応策 

の見直しを促している。 

不備なし 
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 【基本的要素】情報と伝達  

９ 組織は、内部統制の目的に係る信頼性のある十分な情報を作成しているか。  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

9-1 組織は、必要な

情報について、信

頼ある情報が作成

される体制を構築

しているか。  

・「豊中市行政文書管理規則」で行政文書の作成方法等に

ついて規定している。 

・また、「文書事務の手引き」等で、文書の作成方法等

を分かりやすく解説している。 

不備なし  

9-2 組織は、必要な

情報について、費

用対効果を踏まえ

つつ、外部からの

情報を活用するこ

とを図っている

か。  

・「市民の声」「意見公募手続き」等で広く市民の意見を

聴取し市政に反映している。 

・「内部公益通報制度」を設け、職員の公正な職務遂行

や事務の適正化を図っている。 

・また、民間通信社が提供する「行政情報データベー

ス」等を活用し、国や他団体の情報を入手、活用して

いる。 

不備なし  

9-3 組織は、住民の

情報を含む、個人

情報等について、

適切に管理を行っ

ているか。  

・「豊中市個人情報保護条例」「豊中市情報セキュリティ

規則」「豊中市情報セキュリティ対策基準」等に基づ

き適切に管理している。 不備なし  

 

10 組織は、組織内外の情報について、その入手、必要とする部署への伝達及び

適切な管理の方針と手続を定めて実施しているか。  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

10-1 組織は、作成さ

れた情報及び外部

から入手した情報

が、それらを必要

とする部署及び職

員に適時かつ適切

に伝達されるよう

な体制を構築して

いるか。  

・庁内情報共有システムや電子キャビネット等を通じ適

時適切に伝達している。 

・また、特に重要な情報は、定例部長会や総務担当課長

会等で適切に伝達している。 
不備なし  
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10-2 組織は、組織内

における情報提供

及び組織外からの

情報提供に対し

て、かかる情報が

適時かつ適切に利

用される体制を構

築するとともに、

当該情報提供をし

たことを理由とし

て不利な取扱いを

受けないことを確

保するための体制

を構築している

か。  

・庁内情報共有システムや電子キャビネット等を通じ適

時適切に伝達している。 

・また、特に重要な情報は、定例部長会や総務担当課長

会等で適切に伝達している。 

・「豊中市コンプライアンス基本方針」で、公益通報を

受けた場合の法令違反等を是正する体制を定め、通報

者に不利益な取扱いをしないことを規定している。 

不備なし  

  

  

【基本的要素】モニタリング  

11 組織は、内部統制の基本的要素が存在し、機能していることを確かめるため

に、日常的モニタリング及び独立的評価を行っているか。  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

11-1 組織は、内部統

制の整備及び運用

に関して、組織の

状況に応じたバラ

ンスの考慮の下

で、日常的モニタ

リングおよび独立

的評価を実施する

とともに、それに

基づく内部統制の

是正及び改善等を

実施しているか。  

・「豊中市内部統制実施要綱」に基づき、各所属が年２

回自己評価を行い、内部統制評価部局が独立的評価を

行っている。  

・また、同要綱に基づき、所属長がリスク対応策の実施

状況を日常的に把握し、不備に対する是正、改善等を

行っている。 

・「豊中市財務規則」に基づき、会計管理者が日常的に

支出命令書を審査する等している。 

・また、「会計管理者及び出納員の公金収納に関する要

綱」に基づき、出納員が毎日出納簿を点検する等し、 

内部統制の整備、運用を適時適切に是正、改善してい

る。 

不備なし  
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評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

11-2 モニタリング

又は監査委員等の

指摘により発見さ

れた内部統制の不

備について、適時

に是正及び改善の

責任を負う職員へ

伝達され、その対

応状況が把握さ

れ、モニタリング

部署又は監査委員

等に結果が報告さ

れているか。  

・モニタリングで不備を発見した場合は、「豊中市内部

統制実施マニュアル」に基づき、必要に応じて所属

に対応策の改善を促し、当該所属の「リスク一覧・

対応評価シート」で対応状況を確認している。 

・監査委員により発見された内部統制の不備について

は、庁内情報共有システムに掲載の監査結果を通じ、

全職員に伝達している。 

・監査委員により発見された内部統制の不備について

措置を講じた場合には、地方自治法第 199 条第 14 

項に基づき、監査委員に報告している。 

 

  

不備なし  

  

  

【基本的要素】ＩＣＴへの対応  

12 組織は、内部統制の目的に係るＩＣＴ環境への対応を検討するとともに、 

ＩＣＴを利用している場合には、ＩＣＴの利用の適切性を検討するとともに、

ＩＣＴの統制を行っているか。  

評価項目  整備・運用状況等  評価結果  

12-1 組織は、組織を

取り巻く ICT 環境

に関して、いかな

る対応を図るかに

ついての方針及び

手続を定めている

か。  

・「豊中市情報セキュリティ規則」で，情報資産を適正

かつ円滑に管理し，及び運用することに関し必要な

事項を定めている。 

・また、「豊中市情報セキュリティ対策基準」で情報セ

キュリティ対策を実施するための具体的な遵守事項

及び判断基準等を定めている。 

不備なし  

12-2 内部統制の目

的のために、当該

組織における必要

かつ十分な ICT の

程度を検討した上

で、適切な利用を

図っているか。  

・情報システムは「情報システム機器の管理運営に関す

る規程」及び「情報システム協議の手引き」に基づ

き、次の項目に着眼し導入、開発している。 

①目的、②必要性、③費用、④費用対効果、 

⑤不要なカスタマイズの有無 

・また、「豊中市情報セキュリティ規則」「豊中市情報セ

キュリティ対策基準」に基づき適切に利用している。 

不備なし  
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12-3 組織は、ICT 

の全般統制とし

て、システムの保

守及び運用の管

理、システムへの

アクセス管理並び

にシステムに関す

る外部業者との契

約管理を行ってい

るか。  

 ・システムの保守、運用、アクセスについては「豊中

市情報セキュリティ規則」「豊中市情報セキュリティ

対策基準」に基づき適切に管理している。 

・外部業者との契約については、「豊中市情報セキュリ

ティ対策基準」で契約書に明記する事項を定め、定

期的に履行確認している。 不備なし  

12-4 組織は、ICT 

の業務処理統制と

して、入力される

情報の網羅性や正

確性を確保する統

制、エラーが生じ

た場合の修正等の

統制、マスター・

データの保持管理

等に関する体制を

構築しているか。  

・入出力データの正確性を確保するため、「豊中市情報

セキュリティ対策基準」で「入力されるデータの範

囲、妥当性をチェックする機能を組み込むように情報

システムを設計すること」「情報の処理が正しく反映

されたデータが出力されるように情報システムを設計

すること」「重要情報に関する情報処理を行う場合

は、入出力されるデータの正確性を確保するため、処

理結果について複数人で確認すること」を定めてい

る。 

・「豊中市情報セキュリティ対策基準」で情報処理にお

けるセキュリティを確保するため、情報システムに

関する実施手順を作成し、毎年度及び必要に応じて

自己点検を行い、不備等が発見された場合は、必要

な改善を図ることにしている。 

不備なし  
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２ 業務レベルの内部統制の評価 

業務レベルのリスクとして、全庁に共通する「共通リスク」を３４項

目、所属固有の「個別リスク」を７６項目設定しました。（全１０６課中

２７課が「個別リスク」を設定） 

これらの項目について、各所属が管理するリスクとして設定した数は

「共通リスク」が全庁で２，４５６、「個別リスク」が７６の合計２，５

３２で、それらの不備の状況は次のとおりです。 

 

（１）整備状況 

評価基準日において、リスク対応策を実施できていない等の不備を

「共通リスク」で５件把握しました。（別表１参照） 

把握した不備については、著しく不適切で市民や市等に対して大き

な経済的・社会的な不利益を生じさせる蓋然性が高いと思われる「重

大な不備」は確認されなかったことから、評価基準日において内部統

制は有効に整備されていると判断しました。 

 

（２）運用状況 

評価対象期間内に、結果として不適切な事項を発生させた不備を

「共通リスク」で６５件、「個別リスク」で１件、合計６６件把握し

ました（「共通リスク」は別表１、「個別リスク」は別表２を参

照）。 

把握した不備のうち、不適切な事項が実際に発生したことにより、

市民や市等に対して大きな社会的不利益を生じさせたと思われる「重

大な不備」が２件ありました。また、これとは別に「リスク一覧・対

応策シート」に記載していない業務レベルの内部統制について、１件

の重大な不備を把握しました。そのため、内部統制は評価対象期間に

おいて一部有効に運用されていないと判断しました。 
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■業務レベルの不備の状況 

業務レベルの不備の状況は次のとおりです。 

 

 【共通リスクの状況】                   【別表１】 

№ 分類 リスク名 
リスク設定した課の数 

（全 106 課） 

発生した不備の数 

整備上 運用上 

1 

会計年

度及び

会計の

区分 

執行すべき会計年度の

誤り 
１０３  ０ ２ 

2 

予算・

決算 

総計予算主義の逸脱 ３６ ０ ０ 

3 
議案・予算書等の作成

誤り 
１０５ ０ ４ 

4 議決が必要な案件漏れ １０４ ０  ４ 

5 
補助金、交付金申請漏

れ 
８１ ０    １ 

6 

収入 

調定事務（収入漏れ、

納付期限漏れ等） 
８４ １ ４ 

7 現金出納簿の不備 ５７ ０ ０ 

8 金額不一致 ４４ ０ ０ 

9 納付の期限誤り ６２ ０ ０ 

10 減免の誤認定 ４８ ０ ０ 

11 領収証書等の管理 ５７ ０ ０ 

12 

支出 

振込先口座の間違い ９７  ０ １３ 

13 

支出命令に係る計算及

び入力ミス・漏れ（旅

費・時間外手当） 

 １０５   ０  ５ 

14 

還付決定及び補助金・

交付金処理に係る書類

の不備 

 ７６   ０  ２ 

15 

契約 

予定価格の手続き誤り ９９ ０ ６ 

16 契約書類の不備 ９９ ０ ７ 

17 再委託手続きの不備 ９７ ０ ４ 

18 契約保証金の手続き誤り ９８ ０ ２ 

19 
契約内容と実務との不

整合 
１０３ ０ １ 

20 入札手続きの誤り ９９ ０ ２ 
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№ 分類 リスク名 
リスク設定した課の数 

（全 106 課） 

発生した不備の数 

整備上 運用上 

21 

現金及

び有価

証券 

公金及び切手等の不適

切管理 
７８ １ ０ 

22 
預り金等の管理方法に

ついて 
２５ ０ ０ 

23 資金前渡金の管理 ８６ ０ ０ 

24 通帳による出金管理 ２８ ０ ０ 

25 
受領から金融機関への

払込日数 
５０ ０ ０ 

26 
行政財産の使用許可手

続きの誤り 
４３ ０ １ 

27 

財産 

行政財産・教育財産の

用途廃止（事故報告・

移転報告） 

４６ ０ ０ 

28 公有財産の貸付け等 ３５ ０ ０ 

29 
土地・建物の登記手続

き漏れ 
２９ ０ ０ 

30 
備品台帳の作成、更新

漏れ 
１０５ ３ ０ 

31 債権の不適正な管理 ４２ ０ ３ 

32 雑則 私人への徴収委託誤り ３５ ０ ０ 

33 

その他 

個人データの取り扱い ９４ ０ １ 

34 
消せるボールペン等の

使用 
 １０６ ０ ３ 

合計 ２，４５６ ５ ６５ 
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【個別リスクの状況】 

  リスク№71「積算基準の間違い」で、１件の運用上の不備がありました。 

                              【別表２】 

部局 課 № リスク名 

総務部 

行政総務課 
1 送付郵便物の不一致 

2 公印の紛失 

法務・コンプラ

イアンス課 
3 開示文書の郵送料金誤り 

職員課 
4 納付の期限誤り 

5 退職手当に係る源泉徴収額の計算誤り 

財務部 財政課 6 寄附金収入の取扱い 

市民協働部 

市民課 
7 収入印紙の残高確認 

8 小口現金の残高確認 

庄内出張所 
9 収納代行事業者の不適切処理 

10 クレジットカード等の返還漏れまたは紛失 

新千里出張所 
11 収納代行事業者の不適切処理 

12 クレジットカード等の返還漏れまたは紛失 

福祉部 長寿社会政策課 
13 事業所指定誤り 

14 介護報酬の加算誤り 

環境部 

家庭ごみ事業課 

15 郵便代の計算誤り 

16 見積合わせの結果ミス 

17 現場説明書等の作成ミス 

18 指名業者ミス 

19 添付図面ミス 

20 設計図書の不備による契約手続きの中止 

公園みどり推進課 
21 公園施設の使用等にかかる許認可 

22 工事等の安全管理 

都市計画 

推進部 
住宅課 

23 調定事務・収入漏れ、納付期限漏れ等 

24 口座振替伝送処理漏れ 

25 収納データの消込処理漏れ 

26 敷金台帳の出納記録漏れ 

27 建物総合損害共済への共済金の請求漏れ 
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部局 課 № リスク名 

教育委員会 学校施設管理課 
28 

時間外勤務時間数・旅費計算等誤り、 

手続き漏れ 

29 無効入札書の確認ミス 

都市活力部 空港課 
30 普通財産の使用許可の手続きの誤り 

31 普通財産の用途廃止・事故報告・移転報告 

こども未来部 

こども事業課 

32 予算流用等の書類不備等 

33 確定払いの補助金の見込み誤り 

34 資金収支見込みの報告誤り等 

35 随意契約理由公表の処理漏れ 

36 決裁区分・適用条項等の誤り 

37 納付期限を超過した支払い 

こども相談課 

38 収入費目誤り 

39 リハビリ実施単位数の確認 

40 保険証の確認 

41 未収金が発生した場合 

42 レセプト請求チェックについて 

43 返戻管理 

44 マニュアルについて 

45 障害児給付費等の誤請求について 

46 債権管理について 

47 支出金額の誤り 

48 実地指導改善報告書記載事項への未対応 

子育て給付課 49 委託入力データの確認 

危機管理課 危機管理課 

50 災害派遣にかかる求償誤り 

51 
見守りカメラで使用するノートパソコンの

管理 

52 災害時避難所用タブレットの管理 

53 同報系、移動系無線の適正管理 

54 避難行動要支援者名簿の管理 

上下水道局 

総務課 55 現金給与等の取り扱い 

窓口課 

56 
銀行営業時間外の委託窓口収納金の 

紛失・盗難  

57 現地精算金、滞納整理集金の紛失・盗難 

58 警備員室収納金の紛失・盗難 

59 現金書留の紛失・盗難 

60 収入関係書類の所在不明 

61 収入小票の管理 

62 納品確認不備 
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部局 課 № リスク名 

給排水サービス課 63 資産の不適切な管理 

水道建設課 64 工事負担金報告漏れ 

水道維持課 

65 工事負担金報告漏れ 

66 請求書送付先の確認 

67 修繕費用積算ミス 

下水道建設課 68 設計図書の不備による契約手続きの中止 

下水道管理課 69 
支出命令に係る計算及び入力ミス・漏れ 

（特勤手当） 

下水道施設課 

70 契約保証金の手続き誤り 

71 積算基準の間違い 

72 関係機関への届出書類の提出忘れ 

猪名川流域 

下水道事務所 

建設課 

73 現場説明書等の不備 

74 メールの添付ミス 

75 設計図書の不備による契約手続きの中止 

公平委員会 公平委員会 76 委員報酬の支払処理 
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３ 重大な不備の是正に関する事項 

業務レベルの内部統制の評価で把握した３件の運用上の「重大な不

備」について、その是正に関する事項は次のとおりです。 

 

（１）債務負担行為議決案件の当初予算計上漏れについて 

   本事案は都市計画推進部住宅課が所管する市営住宅のエレベーター改

修工事で発生しました。 

当初、この工事は、予算額４２，３００千円で令和３年度に実施予定

でしたが、現場代理人等の不足などで入札不調となりました。そのた

め、入札参加者へのヒアリングから現場代理人等を確保できる時期に工

事ができるよう工事発注時期を令和３年度から令和４年度にかけての２

カ年工事として、１２月定例会で債務負担行為を設定し、あわせて当初

予算の減額補正を行い、公共施設整備基金に積み立てました。その後、

令和４年度当初予算に歳入歳出双方の予算計上をすべきところ、それを

漏らしてしまったものです。 

原因は、まず、財務部財政課において、この工事に係る財源として公

共施設等整備基金を取り崩し、令和４年度(2022年度)当初予算案に計上

する処理が漏れていたこと、次に、令和４年度(2022年度)当初予算案の

内示書に当該予算の計上がないことについて、住宅課から財政課に理由

等を確認する作業を怠ったことです。以上の背景には、今回の案件に係

る予算措置に必要な事務処理の時期、担当課、作業内容等について、関

係部局間で具体的に共有できていなかったことがあります。 

再発を防止するため、財政課においては補正予算編成時に把握した当

初予算への反映を要する事案を集約・リスト化し、最終予算案のとりま

とめ前に担当者と管理職で点検することにしました。また、都市計画推

進部においては、事業の計画等と照らし合わせて予算計上漏れがない

か、予算要求課及び総務担当課の双方において、複数の職員で予算内示

書のチェックを徹底することにしました。 
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（２）工事設計金額の積算誤りについて 

本事案は、環境部公園みどり推進課が所管する造園工事の入札業務

で２件発生しました。 

     １件目の案件では、１３者中７者が最低制限価格を下回る同額の入

札で失格となりました。入札終了後に失格したＡ社から「設計金額の

精査」を求められ、設計書を確認したところ、金額の誤りが判明した

ものです。 

誤りの原因は、代価表※１作成時の使用材料の選択誤りで、これに

より、本来の予定価格（税抜）２３，４２６千円を２３，４３０千円

に、また本来の最低制限価格（税抜）２０，６８１千円を２０，６８

５千円に誤りました。このため、設定した最低制限価格を下回る２

０，６８１千円で入札し失格した７者にも落札決定の可能性があった

ことから、本案件の落札決定が取り消しとなり、また、本案件も含め

て取落し方式の対象としていた他２件の入札も落札決定が取り消しと

なったものです。 

２件目の案件では、入札終了後に失格したＢ社から「設計金額の精

査」を求められ、設計書を確認したところ、代価表作成時の使用材料

の単価の設定誤りが判明したもので、本来の予定価格（税抜）４，９

７３千円を４，９６３千円に、また本来の最低制限価格（税抜）４，

３２９千円を４，３２１千円に誤りました。これにより、４，３２２

千円で入札したＣ社を落札決定としてしまいましたが、本来であれ

ば、Ｃ社は最低制限価格を下回る応札となるため失格となり、４，３

２９千円で入札していた３者のうちの１者に落札決定の可能性があっ

たことから、本案件の落札決定が取り消しとなったものです。 

  再発を防止するため、積算終了後には、担当者、検算担当者に加

えて、担当係長も「土木工事積算システム」の、「代価表一覧」及

び「単価表一覧」で金額及び単位のチェックを行うこととしまし

た。 

 

  ※１「代価表」 

工事の設計金額を算出するために必要となる計算表の一部 
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（３）ポイントの付与誤りについて 

本事案は、都市活力部産業振興課が所管するデジタル商品券発行業 

務で２回発生しました。内容は、同券購入者のうち新型コロナワクチン

接種済者にプレミアムポイントを付与する際、業務を委託した事業者が

誤ってワクチン未接種者にもポイントを付与したもので、誤付与人数等

は次のとおりです。 

・１回目：２，９３３人（計８，０５０口、８，０５０千円相当） 

・２回目：２，５９８人（計７，０５３口、７，０５３千円相当） 

原因について、１回目はシステムへのデータ移行の際に、必要な情 

報の設定を漏らしため、２回目は、同券購入代表者の家族の接種状況等

を確認しなかったためです。 

事案発覚後、再発を防止するため委託事業者による作業体制の強化

（増員）を行うとともに、市職員を委託先に派遣し、作業体制や手順等

について検証・見直しを行いました。また、複数でのチェック機能が働

くよう、作業手順をマニュアル化するとともに、委託事業者の確認作業

後、市職員がサンプリングによる再確認を行うことにしました。 

事業終了時点（令和４年（2022年）２月２８日）で５３２，４９２

円（２１９人分）の未返納額がありましたが、その後１１７人から 

２６６，３５０円の返納があり、５月３１日時点では２６６，１４２

円（１０２人分）が未返納です。未返納分は委託事業者が負担するた

め、市への金銭上の損害はありません。 

 

これらの不備は、市民生活に大きな影響を及ぼす重大なことで、本

市の行政運営に対する信用の低下を招くおそれがあるものと考えてい

ます。令和４年度（2022年度）においては、評価において把握した不

備事案及び再発防止策等について全庁的に情報を共有し注意喚起を行

うとともに、重要なものについては新たにリスク設定するなどし、リ

スク発生の未然防止に取り組みます。 
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 ４ その他の不備に関する特記事項 

 

部局 課 不備の内容 

総務部 職員課 
所得税納付の不備 

・退職手当にかかる所得税の納付遅れ 

財務部 資産管理課 
包括施設管理業務における監理の不備 

・市有施設における漏水への対応の遅れ 
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豊中市内部統制基本方針 

 

１ 基本的な考え方 

少子高齢化の進行やデジタル技術の進展に伴い本市においても人口構成や、

生活スタイル、まちなみは大きく変わっていくものと見込まれます。 

そのような中、行政需要は一層高度で複雑かつ多様化し、従来どおりのこと

を漫然と繰り返すだけでは新たなニーズに応えることはできません。市民ニー

ズ等をしっかりと把握し、直面している課題に対応しながらも、新たな発想を

もって、中長期的な視点でそれぞれの施策や事業のあるべき姿を見据え、未来

に向けた取組みを進めていく必要があります。 

本市は、これまでも業務を適正かつ効率的に執行するためのさまざまなルー

ルや基準を設け、全職員がそれに従い業務を進めるいわゆる内部統制に取り組

んできました。今後、行政サービスを持続的、安定的に提供するためには、内

部統制をこれまで以上に有効に機能させることが必要となります。そして、そ

れにより、不適正な事務処理の改善や、法令等の遵守の徹底、新たな課題への

適切な対応を進め、ひいては業務の有効性・効率性の向上や、必要なサービス

への人員配置の最適化などにもつなげます。 

本市では、このような考え方のもと、この基本方針を地方自治法（昭和２２

年法律第６７号）第１５０条第２項の規定に基づく方針として定め、これに基

づき内部統制を整備、運用してまいります。 

 

２ 内部統制の目的 

内部統制の目的は、次のとおりとします。 

（１） 業務の効果的かつ効率的な執行 

業務を執行するに当たっては最少の経費で最大の効果を挙げるととも

に、常にその組織及び運営の合理化に努めるという地方自治法の趣旨を踏

まえ、担当職員の個人的な経験や能力に過度に依存することなく、また、

前例にとらわれることなく、組織として効果的・効率的に業務を執行し、

市民ニーズ等に応えます。 

 

（２） 財務報告等の信頼性の確保 

議会や市民等が本市の活動の確認や監視をする上で極めて重要な予算・

決算をはじめとした財務に関する報告の情報の信頼性を確保し本市の社会

的な信用を維持、向上させます。 
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（３） 業務に関わる法令等の遵守 

業務に関わる法令その他規範を遵守し、市民等からの信頼を確保しま

す。 

 

（４） 資産の保全 

  有形の資産や現金等、及び知的財産、市民に関する情報などの無形の資

産について、その取得、使用、処分を正当な手続き及び承認の下に行い適

正に保全します。 

 

 

３ 内部統制の対象とする事務 

地方自治法第１５０条第２項第１号及び第２号に規定された事務（財務に関

する事務等）を対象とします。 

 

 

４ 内部統制の有効性の確保 

内部統制を有効に機能させるため、次の取組みを行います。 

（１） 内部統制の推進体制 

市長を最高責任者とし、内部統制を有効に機能させるための全庁的な推

進体制を構築・運用します。 

 

（２） 内部統制の評価及び公表 

内部統制の整備及び運用状況について毎年度評価し、その結果を公表し

ます。 

 

（３） 内部統制の見直し 

評価結果や監査委員、市議会からの意見等を踏まえ、柔軟に見直しを行

います。 

 

 

令和３年（2021年）３月１日 

豊中市長 長内 繁樹 
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豊中市内部統制実施要綱 

 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、本市の内部統制の実施に関し必要な事項を定めるものと

する。 

 

（定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定 

めるところによる。 

⑴ 基本方針 地方自治法（昭和22年法律第67号）第150条第2項に基づき豊中

市長が定める豊中市内部統制基本方針をいう。 

⑵ 対象事務 基本方針に定める内部統制の対象となる事務をいう。 

⑶ リスク 対象事務の適正な執行の阻害となる要因をいう。 

⑷ リスク対応策 リスクの発生を防止し、又は低減等するための対応策を 

いう。 

⑸ 内部統制体制の整備 基本方針に基づき、全ての部署において、リスク対

応策を整備・運用するための体制を整えることをいう。 

⑹ 内部統制体制の運用 リスク対応策が、事務上のミスの防止や問題の早期

発見につながるなど、効果を発揮して機能することをいう。 

⑺ 内部統制体制の評価 内部統制体制の整備及び内部統制体制の運用の状況

について把握し、不備の有無について確認することをいう。 

 

（内部統制最高責任者） 

第３条 内部統制体制の整備、運用及び内部統制体制の評価（以下「内部統制

体制の整備等」という。） に関する最終的な責に任ずるため、内部統制最

高責任者（以下「最高責任者」という。）を置く。 

２ 最高責任者は市長をもって充てる。 

 

（内部統制最高責任者代理） 

第４条 内部統制体制の整備等に関し最高責任者を補佐し、必要な検討や各部

局に対する指示を行わせるため、内部統制最高責任者代理（以下「最高責任

者代理」という。）を置く。 

２ 最高責任者に事故等があったときは、最高責任者代理がその職務を代理す

る。 

３ 最高責任者代理は、総務部を所管する副市長をもって充てる。 
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（内部統制推進総括責任者） 

第５条 最高責任者及び最高責任者代理の命を受け、内部統制体制の整備等に

関する事務を処理させるため、内部統制推進総括責任者（以下「総括責任

者」という。）を置く。 

２ 総括責任者は、総務部長をもって充てる。 

 

（各部局内部統制推進責任者） 

第６条 部局内におけるリスク対応策の整備及び実施を総括し、必要な指導・ 

助言を行わせるため、各部局内部統制推進責任者（以下「各部局責任者」 

という。）を置く。 

２ 各部局責任者は、部局の長をもって充てる。 

 

（内部統制推進者） 

第７条 課内の対象事務に関するリスクを把握し、必要なリスク対応策の整 

備を行うとともに、リスク対応策の実施状況を日常的に把握し、それらの 

不備に対する是正を図らせるため、課に内部統制推進者を置く。 

２ 内部統制推進者は、課長をもって充てる。 

 

（職員の責務） 

第８条 職員は、対象事務を執行する中で日常的に起こり得るリスクを把握 

し、必要なリスク対応策を検討することに努めるとともに、整備されたリ 

スク対応策を遵守するものとする。 

 

（内部統制推進部局） 

第９条 総括責任者を補助し、内部統制体制の整備及び内部統制体制の運用 

を全庁的に推進する役割を担う部局として内部統制推進部局（以下「推進 

部局」という。） を置く。 

２ 推進部局は、総務部行政総務課とする。 

 

（内部統制評価部局） 

第１０条 総括責任者を補助し、内部統制体制の評価を行い、地方自治法第 

150条第4項に規定する報告書（ 以下「内部統制評価報告書」という。）の原

案を作成する役割を担う部局として内部統制評価部局（以下「評価部局」と

いう。）を置く。 

２ 評価部局は、別表２に定める課をもって充てる。 

３ 評価部局は、総務部行政総務課が総括する。 
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（内部統制推進本部会議） 

第１１条 次に掲げる事項を行うため、内部統制推進本部会議（以下「本部会

議」という。）を設置する。 

⑴最高責任者の意識の共有 

⑵最高責任者からの指示 

⑶内部統制評価報告書に関する事項 

⑷その他内部統制体制に関する重要事項 

２ 本部会議は、議長及び委員をもって組織する。 

３ 議長は最高責任者をもって充て、議長は必要に応じて本部会議を招集す

る。 

４ 委員は、副市長及び別表１に定める者をもって充てる。 

５ 議長は、必要がある場合委員以外の者を招集することができる。 

６ 本部会議の庶務は、推進部局において行う。 

 

（内部統制推進会議） 

第１２条 次に掲げる事項を行うため、内部統制推進会議（以下「推進会議」

という。）を設置する。 

⑴リスクの評価 

①リスクの識別・分類 

②リスクの分析・評価 

⑵リスク対応策の整備 

⑶その他内部統制体制の円滑な整備、運用 

２ 推進会議は、推進部局及び評価部局をもって組織する。 

３ 議長は推進部局の長をもって充て、議長は必要に応じて推進会議を招集す

る。 

４ 委員は、別表２に定める課の長をもって充てる。 

５ 議長は、必要がある場合委員以外の者を招集することができる。 

６ 推進会議の庶務は、推進部局において行う。 

 

（評価対象期間の取組み） 

第１３条 内部統制体制の評価対象期間は、毎年4月1日を始期として、翌年3月

31日を終期とする。 

２ 推進部局及び評価部局は、評価対象期間内のリスク対応策の整備方法及び

内部統制体制の評価方法をあらかじめ策定する。 

３ 内部統制推進者は、課内におけるリスク対応策を整備しこれを実施する。 
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４ 評価部局は、第２項に規定する評価方法に基づき、評価基準日を第１項に

規定する評価対象期間の終期とした上で、内部統制の評価を行い、次に掲げ

る事項を内部統制評価報告書に記載する。 

⑴内部統制の整備及び運用に関する事項 

⑵評価の手続 

⑶評価の結果 

⑷不備の是正に関する事項 

⑸前各号に掲げるもののほか、記載することが適当と最高責任者が判断し

た事項 

 

（監査委員との連携） 

第１４条 最高責任者、最高責任者代理、総括責任者、推進部局及び評価部局

は、監査委員の視点をより効果的な内部統制体制の整備等につなげるため、

必要に応じて監査委員との連携を図るものとする。 

 

（委任） 

第１５条 この要綱の実施に関し必要な事項は、総務部長が定める。 

 

別表１ （第１１条関係） 

教育長 財務部長 上下水道局経営部長 

病院事業管理者 市民協働部長 上下水道局技術部長 

上下水道事業管理者 福祉部長 消防局長 

危機管理監 健康医療部長 教育委員会事務局長 

人権文化政策監 こども未来部長 教育委員会事務局教育政策監 

総務部長 都市計画推進部長 市議会事務局長 

都市経営部長 都市基盤部長 

都市活力部長 会計管理者 

環境部長 市立豊中病院事務局長 

 

別表２ （第１０条関係） 

総務部行政総務課 

総務部契約検査課 

財務部財政課 

財務部資産管理課 

会計課 

附 則 

この要綱は、令和 3年 1月 1日から実施する。 

  附 則 

この要綱は、令和 4年 4月 1日から実施する。 


